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研究成果の概要（和文）：「健康日本21（第二次）」で社会環境の整備によって健康寿命の延伸と健康格差の縮
小が目標として掲げられるなか，本研究では社会経済環境と建造環境からみた地域特性を複数設定し，これらと
個人の健康関連行動との関係性を検討した。研究対象とした特定の地域において，郵便番号区や500mメッシュ単
位での地域特性は一様ではないことが示され，居住地域の社会経済的環境特性や建造環境特性は個人の健康関連
行動に影響をおよぼす要因の一つであることが示唆された。地域における健康増進は，自治体単位より詳細な地
域レベルでの特性を踏まえたうえで，その特性に応じた取り組みを検討することの重要性が示された。

研究成果の概要（英文）：In the context of "Health Japan 21 (Second Term)," where extending healthy 
life expectancy and reducing health disparities through improvements in the social environment are 
set as goals, this study examined the relationship between neighborhood characteristics, defined 
from socioeconomic and built environment perspectives, and individual health-related behaviors. It 
was shown that even within the specific study areas, regional characteristics at the postal code and
 500-meter mesh levels were not uniform. The socioeconomic and built environment characteristics of 
the residential area were suggested to be one of the factors influencing individual health-related 
behaviors. The findings imply that health promotion in regions should consider the characteristics 
at a more detailed regional level than the municipal level and develop initiatives tailored to these
 specific characteristics.

研究分野：人文地理学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
地域と個人の健康をつなぐ知見を，地域スケールと地域特性の異質性，類似性に沿って導出することにより，そ
の成果は健康を維持するまちづくりやコミュニティデザインへと応用可能となる。本研究成果は，地域特性に応
じた健康増進を検討するうえでのエビデンスの一つになり得る。公衆衛生対策において地域へアプローチするこ
との可能性を示すことができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

「健康日本 21（第二次）」では，社会環境の整備によって健康寿命の延伸と健康格差の縮小
が目標として掲げられた。健康になれる社会環境整備への科学的アプローチの一つとして，社会
疫学があげられる。健康の社会的決定要因が論じられるなかで，大小さまざまな地域単位の特
性と地域住民の健康との関連が明らかにされてきた。国内外の実証研究においては，地域の建
造環境，社会経済的地位をはじめとする社会経済環境に着目した研究がなされてきた。人々の
健康がより身近な地域（近隣）の環境の影響を受けることが示され，地域の特性と個人の健康
をつなぐ知見が蓄積されつつある 1,2)。これら先行研究における地域特性の指標化は，行政区，
郵便番号区，小学校区，メッシュ，何メートル範囲といった便宜的な地域の単位がさまざまに設
定されてきた。これを踏まえて，建造環境と社会経済環境の両方の地域指標を用いて，地域特
性の異質性，類似性に沿って地域と個人の健康をつなぐ知見を導出することができれば，その
成果は健康を維持するまちづくりやコミュニティデザインへと応用可能となる。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は，地域特性のセッティングによって個人の健康関連行動との関係性が変化す
るかについて検討することである。健康増進を促進する地域の建造環境や社会経済的環境とは
どのようなものか，公衆衛生対策において地域へアプローチすることの可能性を示す。 
 
３．研究の方法 
(1)個人の健康および健康関連行動の評価 

2019 年の岩木健康増進プロジェクト・プロジェクト健診 3)に参加した 20 歳以上の一般住民
1065 人（男性 435 人，女性 630 人）を対象として，下記について評価した。 
①理学検査（身長，体重，体成分） 身長計，体成分分析装置（InBody770,（株）インボディ・
ジャパン，東京）を用いて身長，体重を計測した。また，body mass index（BMI =体重（kg）／
身長（m）2） を算出した。BMI が 25 以上を肥満とした。 
②内臓脂肪面積 腹部生体インピーダンス法による体成分分析装置 4-6）（内臓脂肪計 EW-FA90，
医療機器認証番号：22500BZX00522000，パナソニック（株），大阪）を用いて，立位，軽呼気時，
臍レベルで内臓脂肪面積（cm2）を測定した。内臓脂肪面積が 100cm2 以上を内臓脂肪型肥満とした。 
③ロコモティブシンドローム評価 ロコモ 25，2 ステップテスト，立ち上がりテストを実施し，
ロコモ度判定方法 7）に従って評価した。正常=0，ロコモ度 1 およびロコモ度 2=1 の二値変数を
作成した。 
④健康関連 QOL（Health Related Quality of Life：HRQOL） Short Form 36 version 2（SF-
36v2）の質問紙を用いて調査した．身体機能，日常役割機能（身体），身体の痛み，全体的健康感，
活力，社会生活機能，日常役割機能（精神），心の健康の 8 つの下位尺度について，国民標準値
に基づいたスコアリング法（Norm-based Scoring）による得点を算出した 8）。 
⑤運動習慣の有無 自記式質問紙調査において「定期的に運動・スポーツをしますか（冬以外）。」
「「はい」と答えた方は，運動・スポーツの種類と頻度，時間をお答えください。」の質問に対す
る回答結果に基づき，週 2回以上かつ 1回 30 分以上を運動習慣あり（冬以外）と評価した。冬
についても同様に評価した。 
⑥うつ病（抑うつ状態）の評価 The Center for Epidemiologic Studies Depression Scale 
（CES-D）9）の自己評価尺度に従い 20 問（60 点満点）の自記式質問紙調査を実施し評価した。16
点をカットオフと設定し，16 点未満=正常，16 以上=抑うつ状態とした二値変数を作成した。 
⑦社会的孤立の評価 Lubben Social Network Scale-6（LSNS-6）10）の評価尺度に従い 6問（30
点満点）の自記式質問紙調査を実施し評価した。12 点未満を社会的孤立とした。 
(2)地域特性の評価 
①社会経済環境特性 2015 年国勢調査からプロジェクト対象地域全域の第 4 次（約 500m 四方）
メッシュデータを用いて，年齢構成，世帯構成，居住年数，労働力状態，就業等に関する情報に
基づく階層的クラスタリングを行った。 
②建造環境特性 人口密度（人/km2），交差点密度（交差点数/km2），徒歩圏内に存在する生活関
連施設数を基に作成された全国郵便番号界ウォーカビリティ指標（JPWI）2020 年版 11）を二次利
用した。 
(3)解析方法 
 健診参加者の居住地情報に基づき地域コード（第 4 次メッシュ ID，郵便番号）を作成し，こ
れを共通識別子として，個人の健康および健康関連行動に関する評価指標を作成したデータセ
ットと地域特性のデータセットを連結した解析用データセットを作成した。 
 個人の健康および健康関連行動に関する評価指標について，連続変数はデータの正規性の検
定を行ったうえで Kurskal-Wallis 検定によりクラスタ間での有意差を検討し，カテゴリ変数は
カイ二乗検定により有意差を検討した。有意差を認めた変数についてはさらに多変量解析を実
施した。解析には，SPSS Statistics ver.29 を用い，両側検定で P<0.05 を統計学的有意とした。 
 個人の健康および健康関連行動に関する評価指標について，二値変数を作成した肥満有無，



ロコモティブシンドローム評価（正常／ロコモ度1,2），運動習慣有無，うつ病（抑うつ状態）有無，
社会的孤立状態有無の各変数を従属変数とし，JPWI を独立変数としたロジスティック回帰分析
をおこなった。個人の年齢，性別に加えて(1)に記載した各項目を調整変数とした。解析には，
R ver.4.3.1 を用い，両側検定で P<0.05 を統計学的有意とした。 
(4)倫理的配慮 
 本研究は弘前大学大学院医学研究科倫理委員会の承認を受けて実施した（プロジェクト健診   
承認日：2021 年 9 月 24 日，承認番号：2020-046-4，UMIN 試験 ID：UMIN000040459，健診データ
の二次利用 承認日：2023 年 1 月 20 日，承認番号：2022-108）。 
 
４．研究成果 

地域の社会経済環境特性は，対象地
域総メッシュ数（n=707）のうち，無居
住メッシュ（n=571）および秘匿対象メ
ッシュ（n=31）を除いたメッシュ
（n=105）が 3 つのクラスタ（CL）に分
類された。CL 1 は当該地区の中では市
街地に比較的近く，農林漁業･非農林漁
業就業者が混在し，居住期間 10 年未満
の居住者特性であった。CL 2 および CL 
3 は山間部も含めた拡がりとなってお
り，いずれも共通して自営業，第一次産
業従事者，6歳未満世帯員在住，居住期
間 10 年以上の特性があった。これに加
えて，CL 2 は夫婦世帯，単独世帯の割
合も高い特徴を有する点で CL 3 と異
なる分類となった（図 1）。地域特性に
よる CL 間の比較において，BMI,内臓脂肪面積，HRQOL，CES-D，LSNS-6 に有意差は認めなかった
が，運動習慣の有無（P<0.001），ロコモティブシンドローム評価（P=0.017）に有意差が認めら
れた（表 1）。さらに多変量解析においても，CL 1 と比較して，CL 2，CL 3では，個人の年齢，性
別をはじめとする個人属性を調整後も有意差が認められた（表2）。 

 
表 1．個人の健康および健康関連行動と地域の社会経済的特性の関係 

 
 
表 2．個人の健康および健康関連行動の地域の社会経済的特性の関係（多変量解析） 

下限 上限 下限 上限 下限 上限

CL1 1 1 1
CL2 0.46 0.32 0.68 <0.001 0.57 0.38 0.86 0.007 1.69 1.23 2.32 0.001
CL3 0.47 0.28 0.80 0.005 0.53 0.30 0.92 0.025 1.66 1.11 2.48 0.013
秘匿地区 0.24 0.03 1.89 0.177 0.67 0.15 3.07 0.609 0.87 0.28 2.71 0.816

運動習慣有無（冬以外・冬）およびロコモティブシンドローム評価を従属変数，クラスタを独立変数としたロジスティック回帰分析
調整変数：年齢，性別，BMI，CES-D，LSNS-6，同居有無

運動習慣有無（冬以外）

調整オッズ比 P調整オッズ比
95%CI

P 調整オッズ比
95%CI

P

運動習慣有無（冬）

95%CI

ロコモティブシンドローム評価

P *

% (n) % (n) % (n) % (n)

性別
男 428 40.3 (125) 40.6 (215) 43.1 (81) 41.2 (7)
女 617 59.7 (185) 59.4 (315) 56.9 (107) 58.8 (10)

年齢
65歳以上 295 32.9 (102) 26.6 (141) 25.5 (48) 23.5 (4)
65歳未満 750 67.1 (208) 73.4 (389) 74.5 (140) 76.5 (13)

運動習慣有無（冬以外）
あり 152 22.1 (68) 11.6 (61) 11.8 (22) 5.9 (1)
なし 886 77.9 (240) 88.4 (465) 88.2 (165) 94.1 (16)

運動習慣有無（冬）
あり 133 18.0 (55) 10.9 (57) 10.2 (19) 11.8 (2)
なし 899 82.0 (250) 89.1 (467) 89.8 (167) 88.2 (15)

ロコモティブシンドローム評価
正常 617 66.4 (204) 55.9 (294) 57.5 (107) 70.6 (12)
ロコモ度1,2 419 33.6 (103) 44.1 (232) 42.5 (79) 29.4 (5)

同居有無
同居あり 999 93.2 (289) 96.0 (509) 98.4 (185) 94.1 (16)
同居なし 46 6.8 (21) 4.0 (21) 1.6 (3) 5.9 (1)

* Pearsonのカイ2乗検定

地域の社会経済的特性

0.932

0.017

<0.001

0.016

合計

0.0461

0.180

CL1
（10地区）

CL2
（40地区）

秘匿地域
（31地区）

CL3
（55地区）

図 1．研究対象地域の 500 メッシュ単位のクラスタ分析結果
および郵便番号区 



CL2 および CL4 は CL1 と比較して第一次産業従事者割合が高い特徴があり，当該産業従事者の
健康課題 12,13）を反映している可能性が考えられる。一方，地域における社会的関係性を含む支
援環境によって健康の維持が規定される可能性が指摘されている 14）。これらを踏まえると，そ
の地域に居住する個人の健康関連行動は，産業･職業区分に起因する課題だけではなく世帯構成，
居住形態，居住年数等さまざまな視点から捉えた地域の社会経済的特性が規定因子の一つにな
り得ることが示唆される。 

対象地域を郵便番号区（n=22）の単位
で評価した建造環境特性について，
JPWI，人口密度，交差点密度，生活関連
施設数の中央値および四分位範囲を表
3 に示した。先行研究 11）で日本の全郵
便番号界の JPWI の平均値は 0.00，標準
偏差は 0.94，最小値は－1.85，最大値
は 2.59 であると報告されている。本
研究では個人の居住地域の建造環境と
して近隣の歩きやすさを表す指標とし
て用いた。ロコモティブシンドローム
評価，内臓脂肪型肥満，肥満，CES-D，LSNS-6，運動習慣有無（冬以外），運動習慣有無（冬）の
各二値変数を従属変数，JPWI を独立変数としたロジスティック回帰分析を行った。その結果，
運動習慣有無（冬以外）のみ，性別，年齢，内臓脂肪面積，CES-D，LSNS-6，家族人数，配偶者
有無，HRQOL の個人属性を調整後も JPWI による有意差を認めた（調整オッズ比：1.64，95％信
頼区間[1.15，2.32]，P=0.006）。 

先行研究 11）では，国内 21 大都市の居住者を対象とした社会調査データの歩行時間を用いて
JPWI との関連を検討したうえで，近隣レベルのウォーカビリティ指標としての有用性が示され
た。本研究は運動習慣有無を用いた点では異なるが，大都市ではない地域を対象とした本研究に
おいても，個人の運動習慣の有無を説明する変数として居住地域の建造環境特性が示され，既報
15，16）と概ね整合的であった。 

研究対象とした特定の地域においても，郵便番号区や 500m メッシュの単位での地域特性は一
様ではないことが示され，個人の健康および健康関連行動に影響をおよぼす要因の一つとして
居住している地域の社会経済的環境特性や建造環境特性があることが示唆された。地域におけ
る健康増進のアプローチは，自治体単位より詳細な近隣レベルでの特性を踏まえたうえで，その
特性に応じた取り組みを検討することの重要性が示されたものと考える。 
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